様式第３号（第８条関係）
工事内容確認表
	区　分
	細　目
	番　号
	内　容
	チェック

	耐震改修工事
	
	1-1
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が1.0未満の住宅を1.0以上に上げる改修工事
	□

	減災対策工事
	簡易耐震改修工　事
	2-1
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が0.7未満の住宅を0.7以上1.0未満に上げる改修工事
	□

	
	部分耐震改修工　事
	3-1
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が1.0未満の住宅を、1階のみ1.0以上にする改修工事
	□

	
	
	3-2
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が1.0未満の住宅を、主要な居室等に特化して、別に定める技術基準※1に適合させる改修工事
	□

	
	
	3-3
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が1.0未満の住宅の屋根又は2階以上の部分の重量を軽減する改修工事
	□

	
	
	注）別に定める基準は「山形県住宅耐震改修等事業費補助金」部分耐震改修工事に係る技術基準及び「部分耐震改修工事に係る技術基準」に基づく『部分評点』の計算方法とする。
注）３―３を除き、改修後の上部構造評点が改修前を下回らないものに限る。

	
	防災ベッド・耐震シェルター
	4-1
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が1.0未満である住宅内に、防災ベッドを設置する工事
	□

	
	
	4-2
	耐震診断の結果に基づき、上部構造評点が1.0未満である住宅内に、耐震シェルターを設置する工事
	□

	
	
	注）いずれも公的機関により耐震実験を行い、安全性の評価を
受けたものに限る。
注）昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅においては耐震診断の結果によらず、令和６年１月３０日付け国住市第４０号「住宅・建築物耐震改修事業を活用した旧耐震基準の木造住宅の除却における耐震診断について（技術的助言）」で示された「旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断調査票」に基づくことができる。なお、補助対象は倒壊の危険性があると判断された住宅に限る。


